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JINSEの活動の継続と拡大
旧 JINSEは，文部科学省の補助事業として 2012年度から 2016年度まで活動した．発足時の 8大学（東
京大学，大阪大学，総合研究大学院大学，青山学院大学，多摩大学，立教大学，早稲田大学，同志社大学）
と 2016年度に参加した滋賀大学を含めて，最終的には 9大学の事業となった．この事業には連携学会とし
て統計関連学会連合に参加している 6学会（応用統計学会，日本計算機統計学会，日本計量生物学会，日本
行動計量学会，日本統計学会，日本分類学会），および連携団体として統計に強い関わりを持つ 8組織（大
学入試センター，日本アクチュアリー会，日本科学技術連盟，日本銀行，日本経済団体連合会，日本製薬工
業協会，日本統計協会，日本マーケティング・リサーチ協会）から全面的な支援を得た．
旧 JINSEでは，連携大学の委員と主要委員会の委員長で構成される「運営委員会」が，下部組織の委員
会との協力，シンポジウム，ワークショップ，講演会の開催など，運営全体を担当した．主要な委員会とし
て「外部評価委員会」，「質保証委員会」，「カリキュラム委員会」が活発な活動を展開した他，「システム開発
WG」が教材・e-Learningシステムの管理を担当し，「海外アドバイザリーボード」を通じて海外における
統計教育関係者との交流を図った．毎年開催した「論より統計！」JINSEシンポジウム，および連携大学
の学生を対象にして 6月と 11月に実施した「JINSE版統計検定」は特徴的な活動といえる．
連携大学が連携学会の協力を得て作成したカリキュラム，海外アドバイザリーボードと連携したワーク
ショップの内容などは JINSEのウェブサイトに掲載されている．現時点で，講義資料，講演資料，主要シ
ンポジウムの内容，統計教育に関する書類などが保存されているアーカイブも，一部の動画を除いて一般
に公開されている．旧 JINSEの活動として中間評価・最終評価で高く評価された点に，統計検定を利用し
た客観的な学習達成度評価があるが，これは拡大版 JINSEにとっても中心となる事業である．

拡大版 JINSEの概要と現状
拡大版 JINSEは，中間評価におけるコメントで「本取組は今後も確実に計画を継続できる体制を構築し
ている」と期待された事業として 2017年 4月に発足した．その名称を「統計教育連携ネットワーク（英語
名 Japanese Inter-organizational Network for Statistics Education）」として，旧 JINSEの活動を継承し
ている．拡大版 JINSEは連携大学に限定しない会員制度を導入し，会員から選出される運営委員会を中心
とする仕組みである．現在，旧 JINSEに参加した 9大学の運営委員が拡大版 JINSEの運営委員に就任し，
さらに滋賀大学が幹事校となって，日本統計学会が設立した一般財団法人統計質保証推進協会（JINSEセ
ンター）を事務局として事業を実施している．
統計関連学会連合の 6学会は JINSE規約に定める「連携学会」として，また，日本アクチュアリー会，
日本銀行調査統計局，日本経済団体連合会，日本製薬工業協会，日本統計協会，日本マーケティング・リ
サーチ協会の 6団体は規約に定める「連携団体」として，引き続き拡大版 JINSEの活動を支援している．
JINSE会員には，次の便益が提供される．(1) JINSEが作成する「主要な教材等」への電子的なアクセス，

(2) e-Learning および一般には非公開としている「ウェブ上の教材」を利用するアカウント，(3) JINSE版
統計検定の実施資格（検定試験の結果詳細など学習達成度評価等に利用できる情報が提供される他，JINSE

特設会場受験は一般受験の 40%割引という優遇措置が与えられる）．
会員の種類は，初等・中等・高等教育機関またはこれに準ずる教育・研究機関に属する「個人会員」，高
等教育機関の学部・学科またはこれに準ずる「準組織会員」，研究・教育機関の「組織会員」の他，比較的
自由に参加できる「準個人会員」があり，会費，利用できるアカウント数，「JINSE版統計検定」受験資格
に違いがある．現在の会員（予定を含む）は，組織会員・準組織会員として青山学院大学，岡山理科大学，
神戸大学，滋賀大学，多摩大学，東京大学，立教大学，早稲田大学政治経済学部，高等学校など，個人会員
として担当科目の受講生に統計検定を受験させている教員などである．

参考URL 統計教育連携ネットワーク（JINSE）http://www.jinse.jp/（旧 JINSEへのリンクも含む）


